
土木技術資料 65-6(2023) 
 
   

 
 

－ 8 － 

一般報文 

無信号交差点における従道路側流入部の 
交通容量算出方法の改善に向けた研究 

茂田健吾・青山恵里・河本直志・松本幸司
 

1．はじめに1 

 国土技術政策総合研究所道路研究室では、近年

の交通実態を反映した道路の設計手法の構築を目

的として、交差点等における正確な交通容量の把

握に関する研究を行っている。 

我が国の無信号交差点で多く用いられている一

時停止制御による交通運用は、従道路交通が主道

路交通の間隙（ギャップ）を利用して流入するよ

うに制御する方法である。この運用における無信

号交差点部の交通容量は、主道路側では、主道路

から従道路に右左折して流出する車の影響が存在

しなければ、単路部の交通容量とほとんど同一と

みなすことができるが、従道路側では、主道路交

通に対する従道路車両の流入判断の状況などに

よって異なってくる。 

我が国では、道路ネットワーク計画において、

拠点間を連絡する道路の目標旅行速度を設定する

といった性能照査の仕組みが検討されており、主

道路の旅行速度確保のためには、交差点集約化が

一つの方策として考えられる。無信号交差点の集

約化の際、集約後に従道路交通が捌けるかどうか

の検討が必要となる。このため、従道路側の交通

容量を的確に把握することが重要となってくるが、

無信号交差点における従道路側の交通容量に関す

る知見は十分蓄積されてこなかった。 

そこで本研究では、無信号交差点における従道

路側流入部の交通容量をより正確に算出するため

の知見を得ることを目的に、無信号交差点の交通

容量に関する国内外の知見を整理するとともに、

実際に国内の無信号交差点において従道路車両の

流入挙動の観測を行い、その結果等を用いて算出

した交通容量について比較検討するものである。 

 

 

  

 

──────────────────────── 
A Study on Improving Method of Capacity Calculation for 
Minor Streets on Unsignalized Intersections 

2．無信号交差点における従道路側流入部の

交通容量に関する国内外の知見の整理 

 無信号交差点における従道路側流入部の交通容

量は、主道路の交通量を所与として、従道路側流

入部から流入できる最大交通量として求めること

ができる。我が国1)で示されている従道路側流入

部 の 交 通 容 量 算 出 式 (1) は 、 米 国 の Highway 

Capacity Manual2)を参考にしており、さらに米

国は従来から無信号交差点の研究を行っているド

イツの考え方を参考にしていることから、日米独

の基本的な考え方は同じと言える。 𝑐 ൌ 𝑄 ௘௫௣ሺିொ భ்ሻଵି௘௫௣ሺିொ మ்ሻ -------------------（1） 

ここで、 𝑐：従道路側流入部の交通容量（台 /

秒）、𝑄：主道路の交通量（台 /秒）、 𝑇ଵ：臨界

ギャップ（秒）、𝑇ଶ：追従ギャップ（秒） 

 臨界ギャップ及び追従ギャップのイメージを図

-1に示す。臨界ギャップは、従道路車両が主道路

へ流入可能と判断する主道路車両の最小の車頭時

間であり、追従ギャップは、従道路側から連続し

て複数台が同一のギャップに流入する場合の従道

路車両の平均の車頭時間とされる。 

 

図-1 臨界ギャップ及び追従ギャップのイメージ図 
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表-1 国別の臨界ギャップ及び追従ギャップ値 

 

諸外国と我が国の基準等で示されている臨界

ギャップ及び追従ギャップの値を国別に表-1に整

理した。 

本研究では、往復4車線の主道路に対して、従

道路から左折で主道路に流入する場合を対象とし

ており、米国2)、ドイツ3)、オーストラリア4)につ

いては、それに対応する値を示した。 

これに対し我が国では、上記に対応する値が示

されていないため、主道路及び従道路が往復2車

線の一時停止制御交差点の値を示した5)。この数

値は、我が国の無信号交差点は諸外国と比べて見

通しが悪い交差点が多いことや、今後、高齢の運

転者が増加することを考慮し、米国の  2010年版

Highway Capacity Manual6)の主道路及び従道路

が往復2車線道路である信号機が設置されていな

い一時停止制御交差点の臨界ギャップ及び追従

ギャップの最大値に30％の余裕を加えた数値が

設定されている。 

 また、米国2)では大型車による影響を反映した

臨界ギャップと追従ギャップを算出するために式

(2)及び (3)が示されており、小型車・大型車別の

臨界ギャップと追従ギャップを用いる。なお、算

出する際に、大型車のデータを取得できない箇所

では、大型車臨界ギャップは「小型車臨界ギャッ

プ+2.0秒」、大型車追従ギャップは「小型車追従

ギャップ+1.0秒」としている。 𝑡௖ = 𝑡௖௕+𝑡௖ு௏ × 𝑃ு௏ -------------------（2） 𝑡௙ = 𝑡௙௕+𝑡௙ு௏ × 𝑃ு௏ -------------------（3） 

 ここで、𝑡௖：臨界ギャップ（秒）、𝑡௖௕：小型車

臨界ギャップ（秒）、𝑡௖ு௏：大型車臨界ギャップ

（秒）、𝑃ு௏：大型車混入率、 𝑡௙：追従ギャップ

（秒）、𝑡௙௕：小型車追従ギャップ（秒）、𝑡௙ு௏：大

型車追従ギャップ（秒） 

 このように、大型車は車長の違いや運転のし難

さなどから、臨界ギャップ及び追従ギャップに大

きな影響を与えることが考えられる。このため、

我が国においても臨界ギャップ及び追従ギャップ

のより精緻な値を取得するためには、車種構成に

よる影響を考慮する必要があると考えられ、小型

車・大型車別の流入挙動に関する知見の蓄積が求

められる。 

 以上のとおり、交通容量の算出の基本的な考え

方は共通しているものの、臨界ギャップ及び追従

ギャップの値は国によって異なる。特に我が国で

示されている値は、主道路及び従道路が往復2車

線の一時停止制御交差点の値であり条件が異なる

ものの、諸外国と比べて大きな値であった。 

3．観測結果に基づく無信号交差点における

流入挙動分析 

3.1 観測概要 
我が国では往復4車線の主道路に接続する無信

号交差点において、従道路から左折で主道路に流

入する際の臨界ギャップ及び追従ギャップの値は

示されていないため、これらの臨界ギャップ及び

追従ギャップについて実態を把握するために現地

観測を行う。 

従道路から主道路への流入車両の挙動を把握す

るため、主道路上に、従道路及び主道路の交通状

況が確認できるようビデオカメラを設置した。ビ

デオカメラの画角は、大型車・小型車の別が判断

できるように設定している。 

 なお、今回は、車両の走行のみに着目した分析

を行うため、歩行者や自転車の通行が車両の挙動

に影響したと判断された場合は分析対象から除外

している。 

3.2 観測地点 
 観測地点を表-2に示す。観測地点は国道17号に

接続する無信号交差点4箇所であり、各地点とも

11時間観測を実施した。いずれの地点も往復4車

線で中央帯があるため、右折で主道路へ流入する

車両は存在しない。なお、無信号交差点の上流

側・下流側の直近に信号交差点はない。 

表-2 観測地点  

  

国名 臨界ギャップ（秒） 追従ギャップ（秒）
米国 6.9 3.3

ドイツ 5.9 3.9
オーストラリア 5.0 2.0〜3.0

日本
（主道路及び従道路が往復2車線）

9.2 5.2

1 埼玉県上尾市日の出 下り 2021年8月4日(水)
2 埼玉県上尾市久保 上り 2021年8月4日(水)
3 埼玉県北本市中丸 上り 2021年8月11日(水)
4 群馬県渋川市中村 上り 2021年8月2日(月)

地点
No.

所在地 方向 日付
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3.3 臨界ギャップ及び追従ギャップの算出方法 
 ビデオカメラの観測映像により、図-2に示すよ

うに主道路の縁石ラインを従道路車両の計測断面

とし、映像から従道路車両の計測断面通過時刻、

主道路車両の交差点（任意の位置）通過時刻を読

取り、ギャップを算出する。なお、本研究では、

フィンランドの研究7)を参考に11秒以上のギャッ

プは分析の対象外とした。 

 
図-2 計測断面 

 臨界ギャップは、主道路車両のギャップを従道

路からの流入に利用された「利用ギャップ」と、

流入を断念した「棄却ギャップ」に分類し、

Logit model8)による回帰分析により利用ギャップ

と棄却ギャップが発生する確率が等しくなる

ギャップとして求めた。追従ギャップは、主道路

車両の1つのギャップ内に従道路車両が2台以上

続けて流入した際に従道路車両のギャップを計測

し、その平均として求めた。なお、今回分析対象

とする流入車両は小型車に限定し、大型車は対象

外としている。 

3.4 臨界ギャップの算出 
 各地点における臨界ギャップを表 -3に示す。 

臨界ギャップは5.2～6.5秒となり表-1に示す諸外

国の値と同程度と言える。なお、今回はサンプル

数が限られているため、今後は他の地点での観測

結果も含めてサンプル数を拡充した上で、我が国

における臨界ギャップの値として検討する必要が

ある。 

表-3 臨界ギャップ算出結果  

  
3.5 追従ギャップの算出 
 各地点における追従ギャップを表-4に示す。サ

ンプル数が少ないが、追従ギャップは4.7～6.2秒

と、いずれの値も諸外国で示されている値以上の

ものとなった。 

表-4 追従ギャップ算出結果  

 

 追従ギャップの値が諸外国で示されている値と

比べて大きな値となった理由としては、我が国の

交差点付近の建築物密集度が諸外国と比べて高く、

従道路側の追従挙動を行う2台目以降の車両から

主道路走行車両を認識するための視認性が悪いこ

とが考えられる。2台目以降の停止位置からの視

認性を向上させることで、追従ギャップの値を小

さくできる可能性があると考える。地点によって

もばらつきがみられ、また、サンプル数も限られ

ていることから、我が国における知見の蓄積が必

要である。 

4．無信号交差点における従道路側流入部の

交通容量算出結果の比較 

 本章では、日米独の基準等で示されている臨界

ギャップ及び追従ギャップの値（表 -1）（以下

「基準値」と言う。）と前章で取得した実測値を用

いて、従道路の交通容量を式 (1)にて算出し比較

する。主道路の交通量は観測にて、従道路の走行

車両ピーク 2時間における主道路平均交通量

（pcu/時・車線）とし算出した。各地点の交通容

量を表-5に示す。 

 我が国の臨界ギャップ及び追従ギャップの基準

値は米独の基準値と比べて大きいため、交通容量

は小さな値となる。また、実測値による交通容量

は、我が国の基準値による交通容量より大きいが、

米独の基準値による交通容量よりは小さくなる。 

表-5 従道路の交通容量算出結果  

 

全体
利用

ギャップ
棄却

ギャップ
1 77 23 54 5.8
2 150 46 104 5.2
3 148 28 120 6.5
4 30 5 25 5.5

地点
No.

臨界ギャップ
(秒)

サンプル数

地点No. サンプル数 追従ギャップ(秒)
1 10 6.1
2 5 6.1
3 10 4.7
4 5 6.2

実測値 日本
基準値

米国
基準値

ドイツ
基準値

1 5.8 6.1 502 392 270 520 526

2 5.2 6.1 683 372 190 396 426

3 6.5 4.7 646 357 205 419 445

4 5.5 6.2 764 329 162 351 388

従道路の交通容量（pcu/時）
地点
No.

臨界
ギャップ
実測値

追従
ギャップ
実測値

主道路交通量
（pcu/時･車線）

ドイツ
基準値
（秒）
臨界

ギャップ
5.9

追従
ギャップ

3.9

臨界
ギャップ

9.2
追従

ギャップ
5.2

日本
基準値
（秒）

米国
基準値
（秒）
臨界

ギャップ
6.9

追従
ギャップ

3.3
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図-3 従道路の交通容量算出結果の比較  

図-3に示すように本研究では、条件が異なるも

のの、我が国の基準値による交通容量が実測値に

よる交通容量より小さく、最も乖離が大きい結果

となった。 

交通容量を算出する基本的な考え方が同じでも、

臨界ギャップ及び追従ギャップの値によって、交

通容量の値が変化することから、無信号交差点に

おける従道路側流入部の交通容量を把握するため

には、臨界ギャップ及び追従ギャップの値をより

正確に設定することが重要であると言える。 

なお、本研究では、各国の文献に示されている

値をもとに比較分析を行っているが、諸外国と我

が国の運転者の意識やマナー等の違いまでは考慮

できていないことには留意が必要である。 

5．まとめ 

無信号交差点における従道路側流入部の交通容

量に着目し、国内外の基準等の知見を整理すると

ともに、実際に国内の無信号交差点で流入挙動の

観測を行い、その結果や各国の基準値を用いて算

出した交通容量の比較検討を行った。 

臨界ギャップ及び追従ギャップの基準値につい

ては、前提とする車線数等の条件が異なるものの、

我が国では諸外国と比べて大きい値が設定されて

いた。また、我が国における臨界ギャップ及び追

従ギャップの実測値と日米独で示されている基準

値を用いて交通容量を算出し比較すると、我が国

の基準値による交通容量が実測値による交通容量

と最も乖離が大きく、交通容量を過小に評価して

いる可能性が示唆された。 

本研究では、往復4車線の主道路に対して、従

道路から左折で主道路に流入する際の小型車の値

を対象としているため、今後は、車種、主道路の

規制速度、幾何構造などの違いも想定しながら引

き続き知見を蓄積していくことで、我が国の無信

号交差点の交通容量算出方法の改善に繋がると考

える。 
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